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【手続補正書】
【提出日】平成22年7月22日(2010.7.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信部近傍の妨害波信号を入力した入力信号の位相及び振幅を変更して該入力信号を打
ち消すキャンセル信号を生成することと、
　前記受信部が受信した受信信号に前記キャンセル信号を加算し、所与の増幅率で増幅し
た後にデジタル信号に変換することと、
　前記デジタル信号が取り得る各信号値の頻度割合に基づいて前記増幅率を制御すること
と、
　前記増幅率に基づいて前記入力信号の位相及び振幅を変更する量を制御することと、
　を含むノイズキャンセル方法。
【請求項２】
　前記入力信号の位相の移相量及び振幅の変更率を可変して、前記増幅率の前記制御によ
って前記増幅率が最大となる移相量及び振幅変更率を検索して、前記キャンセル信号を生
成する際の前記入力信号の移相量及び振幅変更率とする検索処理を行うことを更に含む請
求項１に記載のノイズキャンセル方法。
【請求項３】
　前記検索処理において、前記増幅率の前記制御によって前記増幅率が最大となった増幅
率を含む増幅率変動許容範囲を設定し、前記検索処理の後は、前記増幅率の前記制御によ
って前記増幅率が前記増幅率変動許容範囲内となるように前記キャンセル信号を生成する
際の前記入力信号の移相量及び振幅変更率を調整する調整処理を行うことを更に含む請求
項２に記載のノイズキャンセル方法。
【請求項４】
　前記調整処理中に前記増幅率の前記制御によって変更される前記増幅率に基づいて、前
記増幅率変動許容範囲を再設定することを更に含む請求項３に記載のノイズキャンセル方
法。
【請求項５】
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　前記入力信号の移相量及び振幅変更率の１回当たりの変更量が、前記検索処理よりも前
記調整処理の方が小さい請求項３に記載のノイズキャンセル方法。
【請求項６】
　前記受信信号は、前記受信部が測位用衛星から受信した測位用衛星信号でなり、
　前記デジタル信号に変換することは、前記測位用衛星信号を用いて測位演算する測位演
算回路用のデジタル信号に変換することである、
　請求項１に記載のノイズキャンセル方法。
【請求項７】
　受信部近傍の妨害波信号を入力した入力信号の位相及び振幅を変更して該入力信号を打
ち消すキャンセル信号を生成するキャンセル信号生成部と、
　前記受信部で受信した受信信号に前記キャンセル信号を加算する加算部と、
　前記加算部により加算された信号を所与の増幅率で増幅してデジタル信号に変換するＲ
Ｆ受信回路部と、
　前記デジタル信号が取り得る各信号値の頻度割合に基づいて前記増幅率を制御するＡＧ
Ｃ（Automatic Gain Control）部と、
　前記増幅率に基づいて、前記キャンセル信号生成部による前記入力信号の移相量及び振
幅変更率を制御するキャンセル信号生成制御部と、
　を備えた受信回路。
【請求項８】
　請求項７に記載の受信回路を備えた電子機器。
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